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１ 計画策定の趣旨 

本町では、これまで行政改革の取組を通じて、効率的な組織運営と職員数の

適正化、人件費の抑制に努めてきました。令和 3 年度から令和 7 年度までを計

画期間とする「第 4 次定員適正化計画」は、こうした行財政改革の考え方を踏

まえて策定し、計画的な定員管理を行ってきたものです。 

この計画期間中においては、人口減少や少子高齢化の進行に加え、新型コロ

ナウイルス感染症への対応や頻発・激甚化する自然災害への対応など、行政を

取り巻く環境は大きく変化しました。これらに対応するため、必要な分野での

職員配置の見直しや再任用職員の活用、多様な任用制度の導入により、効率的

で柔軟な組織体制の構築に努めるとともに、業務効率化や働き方改革を進めて

きました。 

一方、今後は生産年齢人口の減少が一層進行し、行政需要の多様化・高度化

により、職員一人ひとりに求められる役割や能力は高まっています。加えて、

育児・介護休業等の取得増加に加え、病気休暇や長期の病気休職等の取得によ

る実働職員数の減少や、定年退職に伴う知識・技術の継承といった課題が顕在

化しています。 

さらに、本町においても職員採用試験の受験者数は減少傾向にあり、人材の

確保や定着は深刻な課題となっています。加えて、定年年齢の段階的な引上げ

により、定年前再任用短時間勤務制度の活用を含め、職員数管理は今後一層複

雑化することが見込まれます。 

また、財政運営の観点から、人件費の抑制は引き続き肝要であり、職員数の

適正な管理は、安定した行財政運営を行う上で必要不可欠です。 

こうした状況を踏まえ、DX やアウトソーシングによる業務の効率化・省力

化を推進しつつ、職員の年齢構成の平準化や人材の確保・育成・定着に配慮し

ながら、組織機能の効率化と強化を図り、簡素で効率的な組織体制の構築を進

め、将来にわたり安定した行政サービスを提供できる職員体制の確保を目指

し、令和 8 年度から令和 12 年度までの 5 年間を計画期間とする新たな定員適

正化計画を策定するものです。 
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２ 職員数の現状 

 

（１）職員数の推移（部門別職員数と定員適正化計画） 

    地方公共団体定員管理調査における部門別職員数の推移と定員適正化計画

における職員数の推移については、グラフのとおりです。 

    定員適正化計画に沿った新規採用や保育所の統廃合、行政機構改革、早期退

職等により、令和 7 年 4 月 1 日現在の職員数は定員適正化計画の 222 人に対し

て、217 人となっています。 

    これは、子育て支援や高齢者支援などの分野において専門職員の採用を行っ

たものの、計画策定時には想定していなかった早期退職者の発生により職員数

の減少が進んだこと、計画期間中における人材確保が必ずしも計画どおりに進

まなかったことなどが要因となっています。 

 

＜部門別職員数の推移＞ 

 

H17 H22 H27 R2 R3 R4 R5 R6 R7

議　　会 3 3 3 3 3 3 3 3 3
総　　務 52 41 41 38 36 39 38 37 39
税　　務 13 12 10 11 9 9 9 9 9
労　　働
農林⽔産 25 22 21 24 23 23 23 21 22
商　　工
土　　木 14 13 7 7 7 7 6 7 8
小　　計 107 91 82 83 78 81 79 77 81
⺠　　⽣ 99 94 83 77 76 76 76 79 79
衛　　⽣ 18 21 22 13 15 17 16 15 16
小　　計 117 115 105 90 91 93 92 94 95

224 206 187 173 169 174 171 171 176
40 36 28 26 26 26 24 23 23

264 242 215 199 195 200 195 194 199

5 4 3 3 3 3 3 3 3
7 4 4 5 5 5 5 5 5

12 13 11 16 14 12 13 10 10
24 21 18 24 22 20 21 18 18

288 263 233 223 217 220 216 212 217
288 260 239 221 218 221 222 222 222
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（２）職員の年齢構成 

    職員の年齢構成比を見ると、令和 2 年 4 月 1 日と令和 7 年 4 月 1 日を比較し

て、45 歳以上の職員の割合が高まる一方、25 歳以下の若年層や中堅層の割合

が低下しており、年齢構成の偏りが生じています。このことから、今後、一定

期間に定年退職者が集中することが見込まれます。 

今後の退職者数などを考慮し、適正な職員配置をするとともに、年齢構成の

平準化にも配慮しつつ、必要な職員数を計画的に確保していく必要があります。 
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（３）職員全体の時間外勤務の状況 

    平成 27 年度以降の職員全体の時間外勤務時間数は、事務事業の見直しや

勤怠管理の適正化等により減少傾向となり、令和 2 年度に最も少なくなって

います。これは、新型コロナウイルス感染症の影響による行事や対面業務の

縮小等が主な要因だと考えられます。 

一方、令和 3 年度以降は、新型コロナウイルス感染症対応やワクチン接種

事業、自然災害への対応等により増加しています。特に令和 5 年度は、台風

第 7 号による災害対応等により高い水準となっています。 

令和 6 年度にはやや減少し、新型コロナウイルス感染症流行前の水準に戻

っているものの、依然として一定水準で推移しています。 

 

 
 

３ 他自治体（類似団体）との比較 

 

（１）人口１万人当たり職員数による比較（定員管理診断表） 資料１ 

    「類似団体別職員数の状況」（総務省）は、すべての市区町村を対象として、

その人口と産業構造（産業別就業人口の構成比）の 2 つの要素を基準として、

いくつかのグループに分け、グループごとに人口１万人当たりの職員数を算出

し、そのグループを類似団体として職員数の比較をするものです。 

    なお、他市区町村との比較を行う観点から、実施している事業にはばらつき

がある公営企業等会計部門は除外し、普通会計職員数を対象としています。 

    本町の現状としては、大部門以上定員管理診断表によると、令和６年４月１

日現在の職員数における比較では、普通会計職員数 194 人に対して、単純値 158

人となっており、超過数は 36 人となっています。また、修正値は 161 人とな

っており、超過数は 33 人となっています。 
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   ＜大部門以上定員管理診断表＞ 

 
＜単純値＞ 

  職員が配置されていない部門を考慮することなく集計して、平均値を算出しております。単純値

は、普通会計、一般行政部門、総務、衛生といった大部門以上の定員管理の大まかな状況を把握する

場合に適しています。 

＜修正値＞ 

  団体によっては、清掃業務を民間委託している場合や消防業務を一部事務組合等の所管としている

場合など、職員が配置されていない場合があるため、各部門に実際に職員を配置している団体のみを

対象にして平均値を算出しております。修正値は、大部門よりも細かい中部門又は小部門の職員数を

比較する場合に適しています。 

 ※単純値と修正値では、算出される職員数が基本的に異なることから、部門別職員数や全体の職員数

において、単純値と修正値の大小関係に留意した上で、実職員数と比較し、分析を行う必要がありま

す。 

（留意事項）  

 類似団体別職員数は、類似団体別に、「人口 1万人当たりの職員数」という指標のみを用いて比較し

たものです。 

  しかしながら、地方公共団体が実際に職員を配置するにあたっては、人口規模以外にも、地勢条

件、団体の財政状況等の社会経済条件、地域住民の行政に対する要望や団体の施策の選択等の様々な

要因（行政需要）で決定されます。 

  そのため、算出結果は、「あるべき水準」を示すものではなく、例えば、「なぜ自分の団体は他の類

似団体と比べ、この部門の職員数が多いのか」といった、各団体が自ら考える“あるべき水準”を検

討するうえでの“気づき”のための指標として活用することを目的としています。 

 

R6.4.1

大 部 門 現 在 　単純値 　修正値

住基人口 超 過 数 超 過 率 住基人口 超 過 数 超 過 率
職 員 数 10,000 10,000

B D E（B-D） E/B×100 F G（B-F） G/B×100

人 人 人 ％ 人 人 ％
議 会 3 2 1 33.3 2 1 33.3
総 務 ・ 企 画 37 40 ▲ 3 ▲ 8.1 44 ▲ 7 ▲ 18.9
税 務 9 9 0.0 9 0.0
民 生 79 35 44 55.7 51 28 35.4
衛 生 15 12 3 20.0 14 1 6.7
労 働

農 林 水 産 21 13 8 38.1 11 10 47.6
商 工 5 ▲ 5
土 木 7 11 ▲ 4 ▲ 57.1 10 ▲ 3 ▲ 42.9
一 般 行 政 計 171 127 44 25.7 141 30 17.5
教 育 23 26 ▲ 3 ▲ 13.0 20 3 13.0
消 防 4 ▲ 4
普 通 会 計 計 194 158 36 18.6 161 33 17.0
病 院

水 道 3
下 水 道 5
交 通

そ の 他 10
公営企業等会計 18
合 計 212

職員数 単純値及び修正値により算出した職員数との比較

単純値 による比較 修正値 による比較

× ×× ×
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（２）部門別職員数の類似団体との比較 

    八頭町との類似団体は令和 6 年 4 月 1 日現在で 31 団体となっています。大

部門における全国の類似団体職員平均との比較による超過数は、全体で 36 名

となっており、特に民生部門の超過数が高くなっています。 

    これは、保育所が全て公設保育所であることや福祉事務所を設置したこと、

給食センターを直営で運営していることなども超過数の要因となっています。 

  

   ＜大部門における全国の類似団体との比較＞    

 

 

 

（３）定員回帰指標による職員数の試算 資料２ 

これまでの定員管理における類似団体との比較においては、面積が考慮さ

れておらず、指標として適切かどうかという課題がありました。 

このような背景の中、住民にわかりやすく情報を開示する必要性が高まっ

てきたため、地方公共団体定員管理研究会（総務省内の研究会）において、

「定員回帰指標」という指標の情報提供がありました。「定員回帰指標」は、

道府県と市町村を、人口規模で区分（類似団体別職員数の区分と共通）し、

同程度の人口、面積の団体がどの程度の職員数を有するかを試算し、各団体

の職員数と比較する指標であります。類似団体別職員数のような細かい部門

での比較はできませんが、同等の権能を有する団体間で、職員総数を比較す

ることを主眼とし、多重回帰分析により平均的な職員数の状況を示していま

す。 
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令和 7 年 4 月 1 日時点の本町の職員数を、地方公共団体定員管理研究会が示し

た定員回帰指標（平成 30 年度改定）により試算した職員数と比較すると、一般行

政部門で 50 人、普通会計部門で 31 人の超過となっています。 

   

（４）定員モデル試算職員数と実職員数の比較 資料３ 

「定員モデル」とは、一般行政部門を対象に地方公共団体の部門別の職員数とそ

の職員数に最も相関関係のある行政需要に関連する各種統計データを基に、多重

回帰分析の手法によってそれぞれの団体における平均的な職員数を求めようとす

る参考手法です。これらの指標を参考としながら、地域の実情を踏まえつつ、部

署ごとの課題や業務と職員数のバランスを考慮し、適正な定員管理に取り組むこ

とが必要です。 

 

〇定員モデル 

 部門別比較 

 

第 10 次定員モデル（平成 30 年度）と令和 6 年 4 月 1 日実職員数を比較すると全

体で 1 人下回っている状況です。部門別では、民生部門において 14 人上回っていま

すが、これは保育所が全て公設保育所であり、子育てに重点をおいたサービスを提

供する本町の特徴が表れているものと考えます。 

 

 

（単位：人）

部門
定員モデル
試算職員数

実職員数
（R6.4.1現在）

実職員数
指数

議会・総務 50 40 80.0

税務 10 9 90.0

民生 65 79 121.5

衛生 13 15 115.4

経済 24 21 87.5

土木 10 7 70.0

一般行政部門
合計

172 171 99.4

（実職員数指数は、試算職員数を100とした場合の指数）

人口係数 人口 面積 一定値 試算
（千人） （k㎡） 職員数

a b c

一般⾏政 4.5 × 15.393 + 0.08 × 206.71 + 40 ≒ 126

普通会計 6.7 × 15.393 + 0.12 × 206.71 + 40 ≒ 168

※人口︓15．393千人（R7.3.31現在住⺠基本台帳人口）、面積︓206.71k㎡
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４ 今後の定員管理について 

 

（１）計画の期間 

    計画の期間は、令和 8 年度から令和 12 年度までの 5 年間とします。 

    ただし、計画期間中であっても必要に応じて随時計画の見直しを行うこと

ができるものとします。 

 

（２）定員管理の基本的な考え方 

  ①住民の求める質の高い行政サービスの提供に配慮しつつ、類似団体における

職員数や人件費の状況等を踏まえ、行政組織・機構の見直しや事務事業の再

構築、民間活力の活用などを推進することにより、職員数の適正な管理を図

るものとします。 

  ②職員の退職による補充については、必要な行政サービス水準を確保するた

め、年齢構成のバランスに配慮しつつ、計画的な採用を行います。 

  ③技能労務職員が担っている業務については、業務の効率化を図りつつ、現行

の職員体制を基本とします。 

 

（３）事務事業の見直し 

    限られた人的資源を有効に活用するため、事務事業の集約化や縮小・廃止

を進めるとともに、デジタル技術（DX）の活用による業務の効率化・省力化

を推進し、業務内容や実施体制の見直しを継続して実施します。 

 

（４）組織の活性化 

    組織の活性化を図るためには、職員一人ひとりが町民の視点に立ち、行政

サービスの担い手としての責任を自覚し、主体的に業務へ取り組む姿勢が重

要です。その上で、社会環境や行政需要の変化に対応できる人材を、計画的

かつ総合的に育成していく必要があります。 

このため、職員の政策立案能力や専門性の向上を目的とした研修を継続的

に実施するとともに、派遣研修や自治体間の人事交流等を通じて、幅広い視

野を持つ人材の育成に取り組みます。 

あわせて、育児や介護等と仕事を両立しながら能力を発揮できるよう、多

様な働き方やキャリア形成に配慮した人事運用を進め、人事評価制度を活用

することで、職員の意欲向上と組織全体の業務遂行力の向上を図ります。 

 

（５）多様な任用制度の活用 

    常勤の正規職員は、原則として、公権力の行使、政策の企画立案や方針決

定等の判断業務及び裁量的要素のある非定型業務に従事することを基本とし

ます。あわせて、定型業務や事務処理業務については、デジタル技術の活用

による業務の効率化・省力化（DX）を推進するとともに、再任用職員や会計

年度任用職員の活用など、業務内容に適した多様な任用制度の活用を図りま

す。 
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（６）起点とする職員数及び数値目標 

    定員適正化における職員数については、令和 7年 4月 1日現在の職員数 217

人を起点とします。 

全職員数の数値目標については、長期的には財政状況や将来的な人口減少

を見据えた適正な職員数を目指すものの、計画期間中においては、職員派遣

や育児休業、病気休暇等による実働職員数の減少を考慮し、年齢構成のバラ

ンスに配慮しながら、安定した行政サービスを提供できる体制を確保する必

要があります。定員管理診断表では全職員数 179 人、定員回帰指標では 186

人とされていますが、本町では、保育所の公設運営や福祉事務所の設置、給食

センターの直営に加え、社会保障関係業務の増加や住民サービスの高度化、

デジタル化への対応、災害対応力の確保などが求められています。また、40

歳代後半から 50 歳代前半の職員が多い一方、40 歳代前半の職員が少ないな

ど年齢構成に偏りがあることから、単純な職員数の抑制を目的とした定員管

理では、組織運営の継続性に支障を来すおそれがあります。 

このため、定員管理の数値目標については、総数の削減や維持のみに着目

するのではなく、年齢構成の平準化、計画的な採用、業務の見直しやデジタル

技術の活用による業務効率化を総合的に勘案した上で設定し、次のとおり定

員の数値目標を定めます。 

 

＜定員管理の数値目標＞ 

※ 退職者数は定年退職者、再任用任期満了者及び国・県等による期間満了者等を計上 

※ 再任用職員については、短時間勤務職員は含まない 

 

 

年度 人数 採用
者数

(左の内
数)

再任用
新規

退職
者数

(左の内
数)

再任用
満了

前年
比較

増減
(累計)

定年
年齢

(参考)

定年
退職者数

備考

令和7年度 217 15 3 10 2 - - 62 0

令和8年度 215 8 0 4 0 ▲ 2 ▲ 0.9% 62 2

令和9年度 219 8 2 4 2 4 0.9% 63 0

令和10年度 221 6 0 8 2 2 1.8% 63 4

令和11年度 222 9 4 4 2 1 2.3% 64 0

令和12年度 222 4 0 9 4 0 2.3% 64 3
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資料１ 人口 1 万人当たり職員数（類似団体別） 

（総務省資料抜粋） 

 

  



- 11 - 
 

資料２ 定員回帰指標（普通会計）計算 
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（地方公共団体定員管理研究会資料抜粋） 
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資料３ 各参考指標の活用方法 

 

 

（地方公共団体定員管理研究会資料抜粋） 


